
論点① 必要な介護サービスを提供できる体制

対応案

（入浴介助を目的とする短時間サービスの評価）

◼ 中山間地域等の入浴介助を目的とした介護サービス事業者が存在しない地域であること等を要件に、例外的に通所介

護等において、入浴介助を目的とするサービスを認めることを検討してはどうか。

（入浴介助加算の見直し）

◼ 入浴介助加算（Ⅱ）の算定要件の医師等の訪問について、医師等の指示の下、介護職員が居宅を訪問し、情報通信機

器等を活用して浴室等の環境等を把握する方法について、医師等が訪問することが困難な場合に限定せずに認めるこ

とを検討してはどうか。

◼ また、昨今の水道光熱費等の物価高騰に加えて、人材確保の観点から入浴介助加算の単価設定を見直すことを検討し

てはどうか。
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論点①

（送迎コスト増に対する報酬上の対応）

◼ 中山間地域等においては、冬期の送迎時間の長時間化など、送迎に係る負担が大きいことを踏まえ、令和８年度老健

事業において把握される実態も勘案しつつ、どのような対応が考えられるか。

⇒ 人口減少・サービス需要の変化に応じたサービス提供体制の構築に関する介護給付費分科会において説明及び議論を実施予定

出典：厚生労働省 第270回社会保障審議会介護給付費分科会 資料1「通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護」 p.15 より抜粋



論点① 必要な介護サービスを提供できる体制

論点①

（入浴介助を目的とする短時間サービスの評価）

◼ 通所系サービスにおいては、単に入浴サービスのみといった利用は適当ではないといった通所系サービスの本来の目

的に照らし、２時間以上３時間未満の利用については、利用者側のやむを得ない事情により長時間のサービス利用が

困難な者であることを要件として可能としている。

◼ 一方で、現在、中山間地域等においては、訪問入浴介護事業所数は減少傾向にあり、通所介護において短時間で入浴

のみを利用したいとの相談があった事業所が約５割であり、そのうちの地域に訪問入浴介護等の入浴介助に係るサー

ビスが不足していることを理由としたものが約１割程度となっている。特に中山間地域等では入浴サービスに係る社

会資源が不足しており、利用ニーズの需要は多いものの必要とするサービスが受けられないケースもある。

◼ 加えて、令和８年地方分権改革に関する提案においても、訪問入浴介護が不足している地域におけるサービスの代替

として、通所介護事業所の入浴介助を受けることを目的とした短時間利用を認めるよう明確化が求められている。

◼ こうしたことを踏まえ、社会資源が不足している中山間地域等において、入浴のニーズを満たすためにどのような対

応が考えられるか。

（入浴介助加算の見直し）

◼ 入浴介助加算の算定の課題として、昨今の水道光熱費等の物価高騰により、報酬単価が実態に見合っていないなどに

より、事業所運営に大きな影響を与えている実態がある。

◼ また、入浴介助加算（Ⅱ）は、利用者が居宅において、自身で又は家族若しくは居宅で入浴介助を行うことが想定さ

れる訪問介護員等の介助によって入浴が出来るようになることを目的とし、原則として医師等が利用者の居宅を訪問

し、浴室の環境等を評価することとしているが、算定していない理由として、利用者の居宅を訪問し評価や助言等を

行う医師等の確保・連携や、医師等が利用者宅を訪問し、評価をする時間の確保が困難であるとの意見も多い。

◼ こうした状況を踏まえ、利用者ケアの質を確保しつつ、人材を有効的に活用するという観点から、入浴介助加算に関

する評価の見直しについて、どのような対応が考えられるか。
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出典：厚生労働省 第270回社会保障審議会介護給付費分科会 資料1「通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護」 p.14 より抜粋



入浴介助加算（Ⅰ）（Ⅱ）の算定にあたっての課題

10

○ 入浴介助加算（Ⅰ）または（Ⅱ）の算定にあたっての課題として多いのは、「水道光熱費等の物価高騰に対し報酬
が少ない」（57.2％）、「算定要件の負担に対し報酬が少ない」（53.7％）であった。

19.8%

11.5%

4.5%

18.8%

4.5%

57.2%

53.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

無回答

特にない

その他

利用者ニーズに対して入浴介助加算の趣旨が一致していない

算定要件が複雑で何をすればよいかわからない

水道光熱費等の物価高騰に対し報酬が少ない

算定要件の負担に対し報酬が少ない

全体（n=1,301)

出典：令和８年度老人保健健康増進等事業「通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護の運営の実態に関する調査研究事業」 速報値

出典：厚生労働省 第270回社会保障審議会介護給付費分科会 資料1「通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護」 p.10 より抜粋



通所介護・地域密着型通所介護 入浴介助加算（Ⅱ）の算定
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○ 入浴介助加算（Ⅱ）を算定していない理由としては、「利用者の居宅を訪問し評価や助言等を行う医師等の確保・
連携が困難」が78.2％でもっとも割合が高く、次いで、「医師等が、利用者の居宅を訪問し評価や助言等を行うため
の時間を確保することが困難」が62.5％、「医師等に、利用者の居宅を訪問し評価等を行った結果等に係る情報提供
を求めることが困難」が46.3％であった。

入浴介助加算（Ⅱ）を算定していない理由
※通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護のうち、入浴介助加算（Ⅰ）のみを算定している事業所のみ回答
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出典：令和７年度老人保健健康増進等事業「通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護の今後の運営の在り方に関する調査研究事業」報告書（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）（抜粋）

社保審－介護給付費分科会
資料１

第258回（R８.6.15)

出典：厚生労働省 第270回社会保障審議会介護給付費分科会 資料1「通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護」 p.11 より抜粋



入浴介助加算（Ⅱ）の算定にあたり、利用者の居宅を訪問している職種
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68.1%

14.0%

22.9%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

無回答

その他

情報通信機器等を活用した介護職員

福祉・住環境コーディネーター２級以上の者

地域包括支援センターの担当職員

利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる機能訓練指導員

利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専門相談員

介護支援専門員

介護福祉士

作業療法士

理学療法士

医師

全体（n=542)(複数回答）

○ 入浴介助加算（Ⅱ）の算定にあたり、利用者の居宅を訪問しているとして回答が多かった職種は、介護福祉士
（68.1％）、機能訓練指導員（24.7％）、理学療法士（22.9％）であった。

出典：令和７年度老人保健健康増進等事業「通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護の今後の運営の在り方に関する調査研究事業」報告書（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）（抜粋）

出典：厚生労働省 第270回社会保障審議会介護給付費分科会 資料1「通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護」 p.12 より抜粋


